
東京都千代田区丸の内1-6-6

第19期末（2024年８月13日）

基準価額 11,164円

純資産総額 65億円

騰落率 △3.0％

分配金 1,100円

ＪＰＸ日経400
アクティブ・オープン
米ドル投資型
【愛称】ＪＰＸジャスト

追加型投信／国内／株式

運用報告書（全体版）
作成対象期間：2024年２月14日～2024年８月13日

第19期（決算日　2024年８月13日）

受益者の皆様へ

　平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げ
ます。
　さて「ＪＰＸ日経400アクティブ・オープン 
米ドル投資型」は、このたび第19期の決算を行
いました。
　当ファンドは、「ＵＢＳユニバーサル・トラ
スト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・エ
クイティ・アクティブ・ファンド（適格機関投
資家限定）米ドル・クラス」への投資を通じ
て、国内の金融商品取引所上場株式を実質的な
主要投資対象とするとともに、為替取引を活用
し米ドルへの投資効果の享受をめざすことによ
り、信託財産の中長期的な成長を図ることを目
標に運用を行いました。ここに運用状況をご報
告申し上げます。
　今後ともいっそうのご愛顧を賜りますようお
願い申し上げます。
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運用経過　2024年２月14日～2024年８月13日

基準価額等の推移

第19期首 12,639円 既払分配金 1,100円
第19期末 11,164円 騰落率（分配金再投資ベース） △3.0％
（注１）税引前分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的な

パフォーマンスを示すものであり、前期末の基準価額にあわせて再指数化しています。
（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異

なります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注３）ベンチマークはＪＰＸ日経インデックス400（米ドルベース）で、前期末の基準価額にあわせて再指数化しています。なおベンチ

マークの詳細につきましては、後掲の「指数に関して」をご参照ください。

■基準価額の主な変動要因
＜上昇要因＞
・期初から３月にかけて、人工知能（ＡＩ）普及による中長期的な需要拡大への期待感が高まったことから半
導体関連株を中心に株価が上昇したこと
・５月から７月上旬にかけて、ＡＩ普及による業績への恩恵の期待感を受けて電力・電線関連銘柄にも物色が
拡大したことや、国内において利上げへの期待感が高まり銀行株などが上昇したこと

＜下落要因＞
・４月に米国の粘着的なインフレと利下げ期待の後退などから成長期待の高い銘柄を中心に株価が下落したこと
・７月中旬から８月上旬にかけて、米大統領選に向けて要人発言が増える中、半導体輸出規制に対する懸念が
増加し半導体関連株が総じて売られたことやこれまで株価が堅調に推移していた銘柄の下落、加えて、米国
の景気悪化懸念が拡大したことや米国の利下げ観測が高まり米ドル安円高に推移したことで、円安の恩恵を
受ける企業の業績悪化懸念が増加したこと
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１万口当たりの費用明細

項目
第19期

項目の概要
金額 比率

信託報酬 79円 0.561％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×期中の日数
年間の日数

期中の平均基準価額は14,083円です。

（投信会社） (23) (0.164) ファンドの運用、法定書類等の作成、基準価額の算出等の対価

（販売会社） (54) (0.383) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド
の管理および事務手続き等の対価

（受託会社） (  2) (0.014) ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等の対価

その他費用 0 0.002 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監査費用） (  0) (0.002) 公募投資信託は、外部の監査法人等によるファンドの会計監査が義務付
けられているため、当該監査にかかる監査法人等に支払う費用

（その他） (  0) (0.000) ・信託事務の諸費用：信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する
諸費用
・借入金の利息：受託会社等から一時的に資金を借り入れた場合（立替
金も含む）に発生する利息

合計 79 0.563
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により

算出した結果です。なお、その他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対
応するものを含みます。

（注２）金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入しています。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未満は

四捨五入しています。
（注４）各項目の費用は、当ファンドが組み入れている外国投資信託証券が支払った費用を含みません（マザーファンドを除く）。
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（参考情報）
■総経費率
　期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価
証券取引税を除く）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除
した総経費率（年率）は1.78％です。

総経費率（①＋②＋③） 1.78％
①当ファンドの費用の比率 1.13％
②投資対象ファンドの運用管理費用の比率 0.58％
③投資対象ファンドの運用管理費用以外の比率 0.07％

（注１）①の費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）投資対象ファンドとは、当ファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く）です。
（注５）①の費用は、マザーファンドが支払った費用を含み、投資対象ファンドが支払った費用を含みません。
（注６）①の費用と②③の費用は、計上された期間が異なる場合があります。
（注７）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

総経費率
1.78％

当ファンド
1.13％

投資対象
ファンド
0.65％

運用管理費用（投信会社）
0.33％

運用管理費用（販売会社）
0.77％

運用管理費用（受託会社）
0.03％

その他費用
0.00％

運用管理費用
0.58％

運用管理費用以外
0.07％
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投資環境

■国内株式市況

（注）ブルームバーグのデータを使用しています。

　当期の国内株式市場は期初以降、ＡＩ普及によ
る中長期的な需要拡大への期待感が高まったこと
から半導体関連株を中心に上昇基調で推移しまし
た。米国の粘着的なインフレと利下げ期待の後退
などで一時的に株価は軟調に推移する場面もあり
ましたが、ＡＩ普及による業績への恩恵の期待感
が電力・電線などの幅広い業界に広がったことか
ら上昇基調で推移しました。７月中旬以降は米国
の景気悪化懸念等が急速に高まり株価は急落した
ものの、その後は過度な景気悪化懸念が和らいだ
ことで上昇し、結局、期を通じて見ると上昇して
当期末を迎えました。
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【ＪＰＸ日経インデックス400（配当込み）の推移】

■為替市況

（注）対顧客電信売買相場仲値のデータを使用しています。

　当期の米ドル／円相場は期初を１米ドル＝149
円近辺でスタートした後、底堅い米景気と相対的
に弱い日本景気を受け、日米金利のかい離状態が
継続するとの見方から円安基調が続き、一時161
円台の円安水準となりました。
　しかし、７月末に日銀が政策金利の引き上げを
決定し追加的な利上げの可能性を示したことに加
え、米国では景気悪化懸念が高まり利下げ観測が
高まったことを背景に日米金利差の縮小が意識さ
れたことから米ドル安円高となり、結局、147円
近辺で当期末を迎えました。
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ポートフォリオ

■当ファンド
　外国投資信託証券への投資を通じて、国内の金融商品取引所上場株式を実質的な主要投資対象とするととも
に、為替取引を活用し米ドルへの投資効果の享受をめざすことにより、信託財産の中長期的な成長を図ること
を目標に運用を行いました。

■ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・ファンド（適格機関投資家限定）米ドル・クラス
　国内株式の銘柄選択については、ＪＰＸ日経インデックス400構成銘柄および同指数に採用が見込まれる銘
柄の中から、株価上昇が期待される銘柄に厳選して投資を行い、中長期的観点からＪＰＸ日経インデックス
400（配当込み）を上回る投資成果の獲得をめざしました。円建て資産については、原則として「円売り／米
ドル買い」の為替取引を行い、米ドルへの投資効果を享受することをめざしました。
　業種配分については、当期末時点で組入比率の高い順に、電気機器（21.2％）、銀行業（10.6％）、医薬
品（10.5％）としています。

（注１）比率は対組入株式評価額比で、当期末の基準価額に反映される海外前営業日基準のデータです。
（注２）業種は東証33業種分類によるものです。

■ニッセイマネーマーケットマザーファンド
　円建ての短期公社債および短期金融商品に投資を行い、安定した収益と流動性の確保をめざしました。



ＪＰＸ日経400アクティブ・オープン 米ドル投資型

－6－

ベンチマークとの差異

　当期の税引前分配金再投資基準価額騰落率は－3.0％となり、ベンチマーク騰落率（＋0.4％）を下回りました。
　これは「ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・
ファンド（適格機関投資家限定）米ドル・クラス」の個別銘柄選択において、半導体関連受注の減速が懸念さ
れたレーザーテック、アドバンテスト、東京エレクトロン（いずれも電気機器）、決算内容が市場期待に届か
なかった三菱商事、豊田通商（ともに卸売業）を保有していたことによるものです。

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。

分配金
　当期の分配金は、基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を考慮の上、下表の通りとさせていただきました。
　なお、分配に充てずに信託財産に留保した収益につきましては、元本部分と同一の運用を行います。

（％）
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第19期
（2024.2.14～2024.8.13）

ベンチマーク
当ファンド

【分配原資の内訳（１万口当たり）】

項目 当期
2024年２月14日～2024年８月13日

当期分配金（税引前） 1,100円
対基準価額比率 8.97％
当期の収益 －
当期の収益以外 1,100円

翌期繰越分配対象額 2,214円

（注１）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切り捨てで算出
しているため、合計が当期分配金と一致しない場合があり
ます。

（注２）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期
末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収
益率とは異なります。
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今後の運用方針
■当ファンド
　引き続き、外国投資信託証券への投資を通じて、国内の金融商品取引所上場株式を実質的な主要投資対象と
するとともに、為替取引を活用し米ドルへの投資効果の享受をめざすことにより、信託財産の中長期的な成長
を図ることを目標に運用を行います。

■ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・ファンド（適格機関投資家限定）米ドル・クラス
　今後も国内外の金融政策の行方やインフレ、米中通商政策などの不透明要因が相場の上値を抑える波乱要因
になると想定されます。加えて、ロシアとウクライナ、中東近辺において地政学リスクが高い状況が続いてお
り、注視が必要であると考えます。
　一方で、先行きが不透明な環境下にあっても中長期の成長シナリオが不変な銘柄に関しては、購入機会を探
る局面であるとも考えており、引き続き、各国の経済・金融政策や地政学リスクなどの外部要因による相場変
動には柔軟に対応していく方針です。
　当ファンドのポートフォリオ構築にあたっては、「構造的な背景からＲＯＥ（自己資本利益率）水準や営業
利益水準を高位に保ち、今後さらに改善が見込まれる銘柄」をコア銘柄としています。
　今後も個別企業とのミーティングや徹底した調査・分析に基づく中長期業績予測をもとに、割安と判断され
る銘柄に投資を行い、中長期的に株式市場全体の動きを上回る運用成果の獲得をめざします。

＊上記は投資対象ファンドにおける国内株式の見通しおよび運用方針です。

■ニッセイマネーマーケットマザーファンド
　円建ての短期公社債および短期金融商品に投資を行い、安定した収益と流動性の確保をめざします。
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ファンドデータ
当ファンドの組入資産の内容

■資産別配分 ■国別配分 ■通貨別配分

外国投資信託証券
91.1％

親投資信託
受益証券
0.0％

その他
8.9％

ケイマン諸島
91.1％

その他
8.9％

円
100.0％

（注）資産別・国別・通貨別配分は、2024年８月13日現在のものであり、比率は純資産総額に対する評価額の割合です。なお、国別配分は
ニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。

■組入ファンド
第19期末

2024年８月13日
ＵＢＳユニバーサル・トラスト
（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・
ジャパン・エクイティ・アクティブ・
ファンド（適格機関投資家限定）
米ドル・クラス

91.1％

ニッセイマネーマーケットマザーファンド 0.0
（注１）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注２）組入全ファンドを記載しています。

■純資産等

項目 第19期末
2024年８月13日

純資産総額 6,543,468,826円

受益権総口数 5,861,374,303口

１万口当たり基準価額 11,164円
（注）当期間中における追加設定元本額は1,042,690,930円、同解

約元本額は864,107,293円です。
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■資産別配分 ■国別配分 ■通貨別配分

株式
95.6％

その他
4.4％

日本
95.6％

その他
4.4％

米ドル
100.0％

（注１）税引前分配金再投資基準価額の推移は、外国投資信託証券の直近の決算期のものであり、前期末の基準価額にあわせて再指数化して
います。

（注２）上位銘柄、資産別・国別・通貨別配分は、外国投資信託証券決算日（2023年10月31日現在）のものであり、比率は外国投資信託
証券の純資産総額に対する評価額の割合です。なお、国別配分はＵＢＳマネジメント（ケイマン）リミテッドの分類によるものです。

（注３）１万口当たりの費用明細につきましては、入手が困難であるため記載していません。
（注４）通貨別配分については、実質組入比率を記載しています。
（注５）全銘柄に関する詳細な情報につきましては、運用報告書（全体版）の投資有価証券明細表をご参照下さい。

■税引前分配金再投資基準価額の推移 ■上位銘柄
銘柄名 通貨 比率

MITSUBISHI UFJ FINANCIAL 円 8.0％

SUMITOMO MITSUI FINANCIAL 円 6.2

HITACHI LTD 円 6.1

TOKIO MARINE HOLDINGS INC 円 5.1

TOYOTA MOTOR CORP 円 4.9

KEYENCE CORP 円 4.1

MARUBENI CORP 円 3.9

RECRUIT HOLDINGS CO LTD 円 3.5

ROHTO PHARMACEUTICAL CO L 円 3.3

SONY GROUP CORP 円 3.2

組入銘柄数 40

（円）

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

前期末
（2022.10.31） （2023.1） （2023.4） （2023.7）

当期末
（2023.10.31）

ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・
ファンド（適格機関投資家限定）米ドル・クラスの概要
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ニッセイマネーマーケットマザーファンドの概要 

■基準価額の推移  

 

 
■上位銘柄 

銘柄名 通貨 比率 
平成26年度第１回 滋賀県公募公債 円 14.4 ％ 
令和元年度第８回 神戸市公募公債（５年） 円 14.4  
第213回 神奈川県公募公債 円 12.6  
令和元年度第１回 鹿児島県公募公債（５年） 円 12.6  
平成26年度第４回 京都府公募公債 円 7.2  
第69回 政保地方公共団体金融機構債券 円 6.3  
第227回 政保日本高速道路保有・債務返済機構債券 円 5.9  
第231回 政保日本高速道路保有・債務返済機構債券 円 5.7  
令和元年度第１回 長崎県公募公債 円 4.0  

組入銘柄数 9 

 
■１万口当たりの費用明細 

2023.10.17～2024.４.15
項目 金額 

その他費用 0円 
（その他） (0) 

合計 0  

 
■資産別配分 ■国別配分 ■通貨別配分 

  

（注１） 基準価額の推移および１万口当たりの費用明細は、マザーファンドの直近の決算期のものであり、費用項目の金額欄は各項目ごとに
円未満は四捨五入しています。項目の詳細につきましては、前掲の費用項目の概要をご参照ください。 

（注２） 上位銘柄、資産別・国別・通貨別配分は、マザーファンド決算日（2024年４月15日現在）のものであり、比率はマザーファンドの
純資産総額に対する評価額の割合です。なお、国別配分はニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。 

（注３） 全銘柄に関する詳細な情報につきましては、運用報告書（全体版）の組入有価証券明細表をご参照ください。   

10,023

10,024

10,025

10,026

10,027
(円)

第24期末
(2023.10.16)

第25期末
(2024.4.15)(2023.12) (2024.2)

国内債券
83.1％

その他
16.9％

日本
100.0％

円
100.0％
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最近５期の運用実績

決算期 基準価額
(分配落)

(ご参考)
基準価額＋
累計分配金

ベンチマーク

ＵＢＳユニバーサル・
トラスト（ケイマン）Ⅱ－
ニッセイ・ジャパン・

エクイティ・
アクティブ・ファンド
（適格機関投資家限定）

米ドル・クラス

債券
組入比率

純資産
総額税引前

分配金
期中
騰落率

期中
騰落率

円 円 ％ 円 ％ ％ ％ 百万円
15期（2022年８月10日） 11,564 1,500 13.8 17,764 19,376 18.0 96.9 0.0 6,340
16期（2023年２月10日） 11,069 800 2.6 18,069 19,959 3.0 97.3 0.0 6,030
17期（2023年８月10日） 12,289 2,000 29.1 21,289 26,240 31.5 97.4 0.0 6,473
18期（2024年２月13日） 12,639 2,200 20.8 23,839 31,764 21.1 97.0 0.0 7,182
19期（2024年８月13日） 11,164 1,100 △  3.0 23,464 31,907 0.4 91.1 0.0 6,543

（注１）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。
（注２）「基準価額＋累計分配金」は、当該決算期の基準価額（分配落）に当該決算期以前の税引前分配金の累計額を加えたものです。
（注３）ベンチマークは設定時を10,000として指数化しています。
（注４）当ファンドはマザーファンドを組み入れるため、「債券組入比率」は実質比率を記載しています。以下同じです。

当期中の基準価額と市況等の推移

年月日 基準価額 ベンチマーク

ＵＢＳユニバーサル・
トラスト（ケイマン）Ⅱ－
ニッセイ・ジャパン・
エクイティ・

アクティブ・ファンド
（適格機関投資家限定）
米ドル・クラス

債券
組入比率騰落率 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2024年２月13日 12,639 － 31,764 － 97.0 0.0

２月末 13,349 5.6 33,676 6.0 98.0 0.0
３月末 13,829 9.4 35,225 10.9 98.2 0.0
４月末 13,866 9.7 35,998 13.3 98.3 0.0
５月末 14,392 13.9 36,759 15.7 98.6 0.0
６月末 15,339 21.4 38,903 22.5 98.4 0.0
７月末 14,331 13.4 37,213 17.2 98.1 0.0

（期末）2024年８月13日 12,264 △  3.0 31,907 0.4 91.1 0.0
（注）期末基準価額は分配金（税引前）込み、騰落率は期首比です。



ＪＰＸ日経400アクティブ・オープン 米ドル投資型

－12－

売買および取引の状況� 2024年２月14日～2024年８月13日

(1) 投資信託証券
買付 売付

口数 金額 口数 金額
千口 千円 千口 千円

ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－
ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・
ファンド（適格機関投資家限定）米ドル・クラス

2,592 1,037,870 5,012 1,874,880

（注１）金額は受渡代金です。
（注２）口数および金額の単位未満は切り捨てています。以下同じです。

利害関係人との取引状況等� 2024年２月14日～2024年８月13日

　当期における利害関係人との取引はありません。

(2) 親投資信託受益証券の設定、解約状況
設定 解約

口数 金額 口数 金額
千口 千円 千口 千円

ニッセイマネーマーケットマザーファンド － － － －
（注）当期における親投資信託受益証券の設定、解約はありません。
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組入有価証券明細表� 2024年８月13日現在

(1) 投資信託証券

ファンド名 期首(前期末) 当期末
口数 口数 評価額 比率
千口 千口 千円 ％

ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－
ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・
ファンド（適格機関投資家限定）米ドル・クラス

19,419 16,999 5,958,072 91.1

合計 19,419 16,999 5,958,072 91.1
（注１）比率は当期末の純資産総額に対する評価額の比率です。
（注２）口数および評価額の単位未満は切り捨てています。以下同じです。

(2) 親投資信託残高

種類 期首(前期末) 当期末
口数 口数 評価額

千口 千口 千円
ニッセイマネーマーケットマザーファンド 9 9 10
（注）当期末におけるニッセイマネーマーケットマザーファンド全体の口数は1,358,558千口です。

投資信託財産の構成� 2024年８月13日現在

項目 当期末
評価額 比率

千円 ％
ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－
ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・
ファンド（適格機関投資家限定）米ドル・クラス

5,958,072 82.2

ニッセイマネーマーケットマザーファンド 10 0.0
コール・ローン等、その他 1,292,728 17.8
投資信託財産総額 7,250,810 100.0
（注）評価額の単位未満は切り捨てています。
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資産、負債、元本および基準価額の状況
（2024年８月13日現在）

項目 当期末
(Ａ)�資 産 7,250,810,681円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,292,728,307

ＵＢＳユニバーサル・トラスト
(ケイマン)Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・
エクイティ・アクティブ・ファンド
(適 格 機 関 投 資 家 限 定)
米 ド ル ・ ク ラ ス(評価額)

5,958,072,372

ニッセイマネーマーケット
マザーファンド(評価額) 10,002

(Ｂ)�負 債 707,341,855

未 払 収 益 分 配 金 644,751,173

未 払 解 約 金 16,205,051

未 払 信 託 報 酬 46,208,044

そ の 他 未 払 費 用 177,587

(Ｃ)�純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 6,543,468,826

元 本 5,861,374,303

次 期 繰 越 損 益 金 682,094,523

(Ｄ)�受 益 権 総 口 数 5,861,374,303口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,164円
（注）期首元本額� 5,682,790,666円

期中追加設定元本額� 1,042,690,930円
期中一部解約元本額� 864,107,293円

損益の状況
当期（2024年２月14日～2024年８月13日）

項目 当期
(Ａ)�配 当 等 収 益 55,492円

受 取 利 息 57,307
支 払 利 息 △� �� � � �� � 1,815

(Ｂ)�有 価 証 券 売 買 損 益 △� �285,960,790
売 買 益 92,563,573
売 買 損 △� �378,524,363

(Ｃ)�信 託 報 酬 等 △� �� 46,386,200
(Ｄ)�当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △� �332,291,498
(Ｅ)�前 期 繰 越 損 益 金 885,607,297

(分 配 準 備 積 立 金) (　� �885,640,197)
(繰 越 欠 損 金) (△� �� � � �� 32,900)

(Ｆ)�追 加 信 託 差 損 益 金 ＊ 773,529,897
(配 当 等 相 当 額) (　1,057,237,755)
(売 買 損 益 相 当 額) (△� �283,707,858)

(Ｇ)�合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,326,845,696
(Ｈ)�収 益 分 配 金 △� �644,751,173

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 682,094,523
追 加 信 託 差 損 益 金 773,529,897
(配 当 等 相 当 額) (　1,057,237,755)
(売 買 損 益 相 当 額) (△� �283,707,858)
分 配 準 備 積 立 金 240,889,024
繰 越 欠 損 金 △� �332,324,398

（注１）(Ｂ)有価証券売買損益は、期末の評価換えによる損益を含
みます。

（注２）(Ｃ)信託報酬等は、信託報酬に対する消費税等相当額を含
みます。

（注３）(Ｅ)前期繰越損益金とは、分配準備積立金と繰越欠損金の
合計で、前期末の金額に、期中一部解約により変動した金
額を調整して算出しています。

（注４）(Ｆ)追加信託差損益金＊とは、追加設定をした価額と元本
との差額をいい、配当等相当額と売買損益相当額に区分し
ます。前期末の金額に、期中追加設定および一部解約によ
り変動した金額を調整して算出しています。
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分配金の計算過程
項目 当期

(ａ)�経費控除後の配当等収益 0円
(ｂ)�経費控除後の有価証券売買等損益 0円
(ｃ)�信託約款に定める収益調整金 1,057,237,755円
(ｄ)�信託約款に定める分配準備積立金 885,640,197円
(ｅ)�分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 1,942,877,952円
(ｆ)�分配対象額(１万口当たり) 3,314.71円
(ｇ)�分配金 644,751,173円
(ｈ)�分配金(１万口当たり) 1,100円
＜課税上の取り扱いについて＞
・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、「普通分配金」と「元本払戻金（特別分配金）」に分かれます。分
配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となり、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合は、下回る部
分が元本払戻金（特別分配金）、残りの部分が普通分配金となります。
・受益者は普通分配金に対し課税されます。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合、個別元本から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の新しい個別元本となります。
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お知らせ
■約款変更
　主要投資対象である外国投資信託の名称変更のため、関連条項に所要の変更を行いました。

（2024年５月11日）
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当ファンドの概要
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 2015年２月12日～2028年８月10日

運 用 方 針
外国投資信託証券への投資を通じて、国内の金融商品取引所上場株式
を実質的な主要投資対象とするとともに、為替取引を活用し米ドルへ
の投資効果の享受をめざすことにより、信託財産の中長期的な成長を
図ることを目標に運用を行います。

主要運用対象

JPX日経400アクティブ・
オープン 米ドル投資型

「ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパ
ン・エクイティ・アクティブ・ファンド（適格機関投資家限定）米ド
ル・クラス」および「ニッセイマネーマーケットマザーファンド」

Ｕ Ｂ Ｓ ユ ニ バ ー サ ル ・
ト ラ ス ト （ケ イ マ ン） Ⅱ －
ニッセイ・ジャパン・エクイティ・
ア ク テ ィ ブ ・ フ ァ ン ド
（適 格 機 関 投 資 家 限 定）
米 ド ル ・ ク ラ ス

国内の金融商品取引所に上場している日本企業の株式

ニッセイマネーマーケット
マ ザ ー フ ァ ン ド 円建ての短期公社債および短期金融商品

運 用 方 法
以下の様な投資制限のもと運用を行います。
・投資信託証券への投資割合には制限を設けません。
・外貨建資産への直接投資は行いません。
・株式への直接投資は行いません。

分 配 方 針
毎決算時に、原則として経費控除後の配当等収益および売買益等の全
額を対象として、基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案し
て決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わな
いこともあります。
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以下は、「ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アクティブ・ファンド
（適格機関投資家限定）米ドル・クラス」および「ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパ
ン・エクイティ・アクティブ・ファンド（適格機関投資家限定）カバード・コール・クラス」（ケイマン籍外国投資信
託証券）の2023年10月31日現在の財務諸表のうち、同ファンドにかかる部分を、委託会社において抜粋し、その原
文を翻訳したものです。
　同ファンドの財務諸表は、現地の諸法規に準拠して作成されており、独立監査人の監査を受けております。なお、
「投資有価証券明細表」については、独立監査人の監査を受けておりません。

(1) 損益計算書（2022年11月１日～2023年10月31日）
＜ＵＢＳユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－ニッセイ・ジャパン・エクイティ・アク
ティブ・ファンド（適格機関投資家限定）＞

(円)
投資純収益（損失） 6,479,522,145
受取配当金 758,956,098
スワップ収益（損失） (448,138,539)
金融資産投資純収益 6,790,339,704

利息収入 (1)
収益合計 6,790,339,703

投資運用報酬 132,171,155
管理事務代行報酬および信託報酬 28,911,893
名義書換代行報酬 60,796,620
取引費用 18,354,360
その他費用 38,046,329
費用合計 278,280,357

税引前利益 6,512,059,346

源泉税 (116,234,127)

分配前純資産増減額 6,395,825,219

分配金 (9,109,129,941)

分配後純資産増減額 (2,713,304,722)
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(2) 投資有価証券明細表（2023年10月31日現在）
NISSAY JAPAN EQUITY ACTIVE FUND

Description Holding / Shares Issue/ Settle Curr Market Value (Base)
MITSUBISHI UFJ FINANCIAL 2,086,400.0000 JPY 2,622,604,800.00
SUMITOMO MITSUI FINANCIAL 281,700.0000 JPY 2,033,874,000.00
HITACHI LTD 209,700.0000 JPY 1,987,326,900.00
TOKIO MARINE HOLDINGS INC 501,700.0000 JPY 1,677,183,100.00
TOYOTA MOTOR CORP 616,400.0000 JPY 1,596,476,000.00
KEYENCE CORP 22,900.0000 JPY 1,331,635,000.00
MARUBENI CORP 586,500.0000 JPY 1,277,397,000.00
RECRUIT HOLDINGS CO LTD 265,600.0000 JPY 1,150,844,800.00
ROHTO PHARMACEUTICAL CO L 306,500.0000 JPY 1,070,298,000.00
SONY GROUP CORP 84,100.0000 JPY 1,044,942,500.00
ITOCHU CORP 186,300.0000 JPY 1,000,989,900.00
NIPPON TELEGRAPH & TELEPH 5,380,300.0000 JPY 951,237,040.00
SHIN-ETSU CHEMICAL CO LTD 203,400.0000 JPY 908,791,200.00
RENESAS ELECTRONICS CORP 464,100.0000 JPY 907,547,550.00
TOKYO ELECTRON LTD 40,300.0000 JPY 796,126,500.00
HOYA CORP 54,200.0000 JPY 776,957,000.00
NISSAN CHEMICAL CORP 125,500.0000 JPY 764,922,500.00
ADVANTEST CORP 194,400.0000 JPY 741,636,000.00
NINTENDO CO LTD 110,400.0000 JPY 686,798,400.00
CHUGAI PHARMACEUTICAL CO 145,900.0000 JPY 650,714,000.00
OBIC CO LTD 28,500.0000 JPY 633,982,500.00
TAKEDA PHARMACEUTICAL CO 143,700.0000 JPY 583,853,100.00
SHIONOGI & CO LTD 81,100.0000 JPY 566,645,700.00
FUJI ELECTRIC CO LTD 98,800.0000 JPY 560,986,400.00
NIPPON YUSEN KK 145,900.0000 JPY 536,474,300.00
UNICHARM CORP 98,300.0000 JPY 503,394,300.00
BANDAI NAMCO HOLDINGS INC 158,600.0000 JPY 492,135,800.00
SOCIONEXT INC 34,100.0000 JPY 491,722,000.00
NOMURA RESEARCH INSTITUTE 120,700.0000 JPY 476,040,800.00
LASERTEC CORP 16,900.0000 JPY 425,964,500.00
TOYOTA TSUSHO CORP 50,100.0000 JPY 396,090,600.00
FAST RETAILING CO LTD 11,600.0000 JPY 383,032,000.00
DAIKIN INDUSTRIES LTD 17,300.0000 JPY 374,199,000.00
MURATA MANUFACTURING CO L 137,700.0000 JPY 341,151,750.00
COVERED CALL CLASS SWAP 25,808,411,058.0000 JPY 291,635,045.00
SOFTBANK GROUP CORP 37,800.0000 JPY 231,487,200.00
ROHM CO LTD 50,000.0000 JPY 119,300,000.00
USD CLASS SWAP 7,142,535,505.0000 JPY 117,137,582.00
KOTOBUKI SPIRITS CO LTD 44,000.0000 JPY 87,692,000.00
YASKAWA ELECTRIC CORP 0.0000 JPY 0.00



－20－

【受益者の皆様へ】法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの当期運用状況をご報告申し上げます。 

 

ニッセイマネーマーケット 
マザーファンド 

  

  
  

運用報告書 
第 25 期 

（計算期間：2023年10月17日～2024年４月15日） 

運用方針 

 
① 円建ての短期公社債および短期金融商

品に投資を行い、安定した収益と流動性
の確保をめざします。 

② 資金動向、市況動向等によっては上記の
ような運用ができない場合があります。 

 

 

主要運用 
対象 

円建ての短期公社債および短期金融商品 

運用方法 
以下の様な投資制限のもと運用を行います。 
・外貨建資産への投資は行いません。 
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運用経過 2023年10月17日～2024年４月15日  
基準価額等の推移 

 

 

■基準価額の主な変動要因 
＜上昇要因＞ 
・ 前期末以降、利子等収益等が積み上がったこと 
 
＜下落要因＞ 
・ 前期末以降、無担保コールレート翌日物のマイナス

金利等が影響したこと 

 
（注） 当マザーファンドはベンチマークを設けていません。 
 
ポートフォリオ 
円建ての短期公社債および短期金融商品に投資を行い、安定した収益と流動性の確保をめざしました。 

 
ベンチマークとの差異 
当マザーファンドは、円建ての短期公社債および短期金融商品に投資を行い、安定した収益と流動性の確保

をめざして運用を行うことから、コンセプトに適った指数が存在しないため、ベンチマークなどを設けていま
せん。 

 
 

今後の運用方針   
当マザーファンドは、円建ての短期公社債および短期金融商品に投資を行い、安定した収益と流動性の確保

をめざします。 
今後も引き続き、安定した収益確保のため、短期証券を中心に投資していく方針です。 
 

  

10,023

10,024

10,025

10,026

10,027
(円)

第24期末
(2023.10.16)

第25期末
(2024.4.15)(2023.12) (2024.2)
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最近５期の運用実績 
 

決算期 基準価額 
 

債券 
組入比率 

純資産 
総額 

期中 
騰落率 

    円 ％ ％ 百万円 
21期 (2022年 ４ 月15日) 10,029 △0.0 69.5 50 
22期 (2022年10月17日) 10,029 0.0 79.4 50 
23期 (2023年 ４ 月17日) 10,027 △0.0 89.9 706 
24期 (2023年10月16日) 10,025 △0.0 82.1 720 
25期 (2024年 ４ 月15日) 10,025 0.0 83.1 1,391 
 
 
当期中の基準価額と市況等の推移 

 
年月日 基準価額 

 債券 
組入比率 騰落率 

 円  ％ ％ 
(期首)2023年 10月16日 10,025  － 82.1 

 10月末 10,025  0.0 68.2 
 11月末 10,025  0.0 66.2 
 12月末 10,025  0.0 68.6 

2024年 １ 月末 10,025  0.0 80.8 
 ２ 月末 10,025  0.0 81.3 
 ３ 月末 10,025  0.0 82.8 

(期末)2024年 ４ 月15日 10,025  0.0 83.1 
（注） 騰落率は期首比です。 
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１万口当たりの費用明細 2023年10月17日～2024年４月15日 
 

項目 
当期 

項目の概要 
金額 比率 

その他費用 0円 0.000％ その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数 
（その他） (0) (0.000) ・ 信託事務の諸費用：信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する

諸費用 
・ 借入金の利息：受託会社等から一時的に資金を借り入れた場合（立替

金も含む）に発生する利息 
合計 0 0.000  

（注１） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算
出した結果です。 

（注２） 金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入しています。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額（10,025円）で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入しています。  
売買および取引の状況 2023年10月17日～2024年４月15日 

公社債 
 買付額 売付額 

国 
内 

 千円 千円 
国債証券 － － 
  (  14,000) 
地方債証券 751,688 － 
  (320,000) 
特殊債券 250,006 － 
  (100,000) 

（注１） 金額は受渡代金です（経過利子分は含まれていません）。 
（注２） ( )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれていません。 
（注３） 金額の単位未満は切り捨てています。ただし、金額が単位未満の場合は、小数で記載しています。 
 
主要な売買銘柄 2023年10月17日～2024年４月15日 

公社債 
買付 売付 

銘柄 金額 銘柄 金額 
 千円  千円 

平成26年度第１回 滋賀県公募公債 200,932 － － 
令和元年度第８回 神戸市公募公債（５年） 200,018   
第213回 神奈川県公募公債 175,738   
令和元年度第１回 鹿児島県公募公債（５年） 175,000   
第69回 政保地方公共団体金融機構債券 88,292   
第227回 政保日本高速道路保有・債務返済機構債券 82,335   
第231回 政保日本高速道路保有・債務返済機構債券 79,379   

（注１） 金額は受渡代金です（経過利子分は含まれていません）。 
（注２） 金額の単位未満は切り捨てています。  
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組入有価証券明細表 2024年４月15日現在 
国内（邦貨建）公社債 

区分 
当期末 

額面金額 評価額 組入比率 うちＢＢ格以下 
組入比率 

残存期間別組入比率 
５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
地方債証券 906,000 907,454 65.2 － － － 65.2 
 (  906,000) (  907,454) (65.2)    (65.2) 
特殊債券 249,000 249,693 17.9 － － － 17.9 

（除く金融債券） (  249,000) (  249,693) (17.9)    (17.9) 
合計 1,155,000 1,157,148 83.1 － － － 83.1 

 (1,155,000) (1,157,148) (83.1)    (83.1) 
（注１） 評価については、原則として証券会社、価格情報会社等よりデータを入手しています。ただし、残存期間１年以内の公社債については、

償却原価法により評価しています。以下同じです。 
（注２） ( )内は非上場債であり、上段の数字の内訳です。 
（注３） 組入比率は、当期末の純資産総額に対する評価額の比率です。 
（注４） 額面金額および評価額の単位未満は切り捨てています。ただし、額面金額および評価額が単位未満の場合は、小数で記載しています。

以下同じです。 
 

（国内公社債の内訳） 
債券種別 銘柄名 利率 償還年月日 額面金額 評価額 

  ％  千円 千円 
地方債証券 第213回 神奈川県公募公債 0.5340 2025/ ３ /19 175,000 175,697 
 平成26年度第４回 京都府公募公債 0.6640 2024/ ６ /20 100,000 100,121 
 令和元年度第１回 長崎県公募公債 0.0100 2024/ ６ /26 56,000 56,001 
 平成26年度第１回 滋賀県公募公債 0.4950 2024/11/28 200,000 200,624 
 令和元年度第８回 神戸市公募公債（５年） 0.0010 2024/10/25 200,000 200,011 
 令和元年度第１回 鹿児島県公募公債（５年） 0.0010 2024/10/31 175,000 175,000 
 小計 － － － 907,454 
特殊債券 第227回 政保日本高速道路保有・債務返済機構債券 0.5440 2024/ ９ /30 82,000 82,196 

（除く金融債券） 第231回 政保日本高速道路保有・債務返済機構債券 0.4950 2024/11/29 79,000 79,240 
 第69回 政保地方公共団体金融機構債券 0.4140 2025/ ２ /17 88,000 88,257 
 小計 － － － 249,693 

合計 － － － 1,157,148 
 
投資信託財産の構成 2024年４月15日現在 

 
項目 当期末 

評価額 比率 
 千円 ％ 
公社債 1,157,148 82.9 
コール・ローン等、その他 238,985 17.1 
投資信託財産総額 1,396,133 100.0 

（注） 評価額の単位未満は切り捨てています。 
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資産、負債、元本および基準価額の状況

(2024年４月15日現在) 
項目 当期末 

(Ａ) 資 産 1,396,133,758円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 238,112,222 
 公   社   債 ( 評 価 額 ) 1,157,148,717 
 未 収 利 息 772,952 
 前 払 費 用 99,867 

(Ｂ) 負 債 4,451,868 
 未 払 解 約 金 4,451,868 

(Ｃ) 純 資 産 総 額 (Ａ－Ｂ) 1,391,681,890 
 元 本 1,388,192,825 
 次 期 繰 越 損 益 金 3,489,065 

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 1,388,192,825口 
 １万口当たり基準価額 (Ｃ／Ｄ) 10,025円 

（注１） 期首元本額 718,501,875円 
期中追加設定元本額 788,774,139円 
期中一部解約元本額 119,083,189円 

（注２） 当マザーファンドの当期末元本額におけるベビーファンド
別内訳は、次の通りです。 
ニッセイグローバル好配当株式プラス(毎月決算型) 10,000円
ニッセイマネーマーケットファンド(適格機関投資家限定) 49,951,688円
ニッセイ豪州ハイ・インカム株式ファンド(毎月決算型) 9,994円
ニッセイアメリカ高配当株ファンド(毎月決算型) 9,984円
ニッセイアメリカ高配当株ファンド(年２回決算型) 9,984円
ニ ッ セ イ 世 界 高 配 当 株 フ ァ ン ド ( 毎 月 決 算 型 ) 9,984円
ニッセイ世界高配当株ファンド(年２回決算型) 9,984円
ニッセイ世界ハイブリッド証券戦略ファンド(毎月決算型・通貨プレミアムコース) 9,977円
ニッセイ世界ハイブリッド証券戦略ファンド(毎月決算型・為替ヘッジありコース) 9,977円
ニッセイ世界ハイブリッド証券戦略ファンド(毎月決算型・為替ヘッジなしコース) 9,977円
ＪＰＸ日経400アクティブ・オープン米ドル投資型 9,976円
ＪＰＸ日経400アクティブ・プレミアム・オープン(毎月決算型) 9,976円
ニッセイ・オーストラリア・リート・オープン(毎月決算型) 9,974円
ニッセイ・オーストラリア・リート・オープン(年２回決算型) 9,974円
ニッセイ／ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンド 9,967円
ニッセイＡＩ関連株式ファンド(為替ヘッジあり) 9,967円
ニッセイＡＩ関連株式ファンド(為替ヘッジなし) 9,967円
ニッセイ豪州ハイ・インカム株式ファンド(資産成長型) 9,968円
ＤＣニッセイターゲットデートファンド２０２５ 1,337,812,268円
ニッセイ／コムジェスト新興国成長株ファンド(資産成長型) 9,969円
ニッセイ／コムジェスト新興国成長株ファンド(年２回決算型) 9,969円
ニッセイＡＩ関連株式ファンド(年２回決算型・為替ヘッジあり) 9,969円
ニッセイＡＩ関連株式ファンド(年２回決算型・為替ヘッジなし) 9,969円
ニッセイ／ＴＣＷ債券戦略ファンド(３ヵ月決算型・為替ヘッジあり) 9,969円
ニッセイ／ＴＣＷ債券戦略ファンド(３ヵ月決算型・為替ヘッジなし) 9,969円
ニッセイ／ＴＣＷ債券戦略ファンド(資産成長型・為替ヘッジあり) 9,969円
ニッセイ／ＴＣＷ債券戦略ファンド(資産成長型・為替ヘッジなし) 9,969円
ニッセイ／シュローダー・グローバルＣＢファンド(年２回決算型・為替ヘッジあり) 9,970円
ニッセイ／シュローダー・グローバルＣＢファンド(年２回決算型・為替ヘッジなし) 9,970円
ニッセイ／シュローダー・グローバルＣＢファンド(資産成長型・為替ヘッジあり) 9,970円
ニッセイ／シュローダー・グローバルＣＢファンド(資産成長型・為替ヘッジなし) 9,970円
グローバル・ディスラプター成長株ファンド(予想分配金提示型) 9,972円
グローバル・ディスラプター成長株ファンド(資産成長型) 9,972円
ニッセイ新興国テクノロジー関連株式ファンド(予想分配金提示型) 9,972円
ニッセイ新興国テクノロジー関連株式ファンド(資産成長型) 9,972円
限定追加型・繰上償還条項付ニッセイ世界リカバリー株式厳選ファンド（為替ヘッジあり） 9,973円
ニッセイ／シュローダー好利回りＣＢファンド２０２３－０２（為替ヘッジあり・限定追加型） 9,974円
限定追加型・繰上償還条項付ニッセイ世界リカバリー株式厳選ファンド２０２３－０７(為替ヘッジあり) 9,975円
限定追加型・繰上償還条項付ニッセイ世界リカバリー株式厳選ファンド２０２３－０７(為替ヘッジなし) 9,975円
ニッセイ・マルチアセット・インカム戦略ファンド(資産成長型) 9,975円
ニッセイ・マルチアセット・インカム戦略ファンド(毎月決算型) 9,975円
ニッセイ米国不動産投資法人債ファンド（毎月決算型・為替ヘッジあり） 9,968円
ニッセイ米国不動産投資法人債ファンド（毎月決算型・為替ヘッジなし） 9,968円
ニッセイ米国不動産投資法人債ファンド（年２回決算型・為替ヘッジあり） 9,968円
ニッセイ米国不動産投資法人債ファンド（年２回決算型・為替ヘッジなし） 9,968円  

 
損益の状況 

当期 (2023年10月17日～2024年４月15日) 
項目 当期 

(Ａ) 配 当 等 収 益 1,802,484円 
 受 取 利 息 1,841,178 
 支 払 利 息 △ 38,694 

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 △ 1,814,569 
 売 買 損 △ 1,814,569 

(Ｃ) 信 託 報 酬 等 △ 4,705 
(Ｄ) 当 期 損 益 金 (Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 16,790 
(Ｅ) 前 期 繰 越 損 益 金 1,831,616 
(Ｆ) 追 加 信 託 差 損 益 金 1,971,882 
(Ｇ) 解 約 差 損 益 金 △ 297,643 
(Ｈ) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 3,489,065 

 次 期 繰 越 損 益 金 ( Ｈ ) 3,489,065 
（注１） (Ｂ)有価証券売買損益は、期末の評価換えによる損益を含み

ます。 
（注２） (Ｆ)追加信託差損益金とは、追加設定をした価額と元本との

差額をいい、元本を上回る場合は利益として、下回る場合は
損失として処理されます。 

（注３） (Ｇ)解約差損益金とは、一部解約をした価額と元本との差額
をいい、元本を下回る場合は利益として、上回る場合は損失
として処理されます。 
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指数に関して

■ファンドのベンチマーク等について
・ＪＰＸ日経インデックス400（米ドルベース）
「ＪＰＸ日経インデックス400」は、株式会社ＪＰＸ総研（以下「ＪＰＸ総研」といいます）および株式会
社日本経済新聞社（以下「日経」といいます）によって独自に開発された手法によって算出される著作物
であり、ＪＰＸ総研および日経は、「ＪＰＸ日経インデックス400」自体および「ＪＰＸ日経インデック
ス400」を算定する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。「ＪＰＸ日経イン
デックス400」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、すべてＪＰＸ総研、株式会社日本取引
所グループおよび日経に帰属しています。当ファンドは、ニッセイアセットマネジメント株式会社の責任
のもとで運用されるものであり、ＪＰＸ総研および日経は、その運用および当ファンドの取引に関して、
一切の責任を負いません。ＪＰＸ総研および日経は、「ＪＰＸ日経インデックス400」を継続的に公表す
る義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。ＪＰＸ総研およ
び日経は、「ＪＰＸ日経インデックス400」の構成銘柄、計算方法、その他「ＪＰＸ日経インデックス400」
の内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。なお、「米ドルベース」とは、円ベース
のインデックス（配当込み）の騰落率に「為替取引によるプレミアム／コスト」と為替変動要因による
「為替差益／差損」を加え委託会社が独自に算出したものです。


